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平成２７年３月６日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成２６年(行ウ)第５２９号 特許庁長官方式指令無効確認請求事件 

口頭弁論終結日 平成２７年２月６日 

            判       決 

東京都台東区＜以下略＞ 

原 告               Ａ 

東京都千代田区＜以下略＞ 

被 告                国                   

代 表 者 法 務 大 臣               上 川 陽 子 

処 分 行 政 庁               特 許 庁 長 官                 

                伊 藤  仁 

指 定 代 理 人   中  島  伸 一 郎 

同              曽 我  寛 

同              徳 

同              平  川  千 鶴 子 

同              古 閑 裕 人 

            主       文 

１ 本件訴えを却下する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

            事 実 及 び 理 由          

第１ 請求の趣旨 

 １ 特許庁長官が原告に対して発した平成２６年８月５日付け手続補正指令（発

送番号０６７４９２号）による９万９０００円の納付義務が不存在であるこ

とを確認する。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

第２ 事案の概要 
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 １ 前提となる事実 

  (1) 原告は，平成２５年８月５日，発明の名称を「国会議員選挙事前調査政党

別議席数予測システム」とする特許出願（特願２０１３－１６２３４８号。

以下「本件出願」という。）をした。原告は，同日付けで審査請求をしたが，

平成２６年３月３日付けで拒絶査定（以下「本件拒絶査定」という。）がさ

れた。 

(2) 原告は，これに対して拒絶査定不服審判請求をした（不服２０１４－１２

５８０。以下「本件審判請求」という。）ところ，その手続において，特許

庁長官は，原告に対し，本件審判請求につき，相当の期間を指定して未納の

審判手数料９万９０００円に相当する特許印紙を納付する補正を命ずる平成

２６年８月５日付け「手続補正指令書（方式）」（発送番号０６７４９２号。

甲２）による補正命令（以下「本件補正命令」という。）をした。 

(3) 原告は，国を被告として，本件補正命令を取り消し，特許庁審査官による

前置審査を開始すること等を求める訴えを当庁に提起した（当庁平成２６年

（行ウ）第４１９号特許庁長官方式指令取消等請求事件）が，平成２６年９

月２９日，本件補正命令は，特許法１７条３項の規定に基づく補正命令であ

ると認められるところ，補正命令は，その行為によって手続の補正をすべき

ことを命じられた者の権利義務を形成し，又はその範囲を確定するものであ

るとはいえないから，特許法１７条３項の補正命令は取消訴訟の対象となる

行政処分とはいえず，したがって，本件補正命令の取消しを求める訴えは不

適法であり，その不備を補正することはできないとして，民訴法１４０条に

基づき口頭弁論を経ずに訴えを却下する判決をした。〔当裁判所に顕著〕 

２ 原告の主張する請求原因事実 

 (1) 原告は，本件出願に関しては，住民税非課税証明書を添付して審査請求手

数料の減免申請を行った結果，特許法１９５条の２に基づき，平成２５年９

月９日発送の通知により，特許庁長官より審査請求手数料の全額免除を受け
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た。 

   その後，本件出願については，特許庁審査官により本件拒絶査定がされ，

原告は，平成２６年４月１日にその旨受領した。 

 (2) 原告は，本件拒絶査定を不服として本件審判請求を行ったが，手数料９万

９０００円については予納していなかったところ，平成２６年８月５日付け

で特許庁長官より本件補正命令がされ，同月３０日に原告は本件補正命令を

受領した。 

(3) 原告は，本件出願に係る審査請求手数料について全額免除を受けており，

特許庁長官による本件補正命令は，裁量権を超えた権利の濫用であって無効

であり，その無効の確認をすべき事情がある。 

また，審判請求に対する手数料未納の審査権限は特許法１３３条の２に

よる審判長の専権事項であり，特許庁長官にはないから，本件補正命令は違

法無効である。 

(4) よって，原告は，原告の行った本件出願に対する本件拒絶査定につき，原

告が請求した本件審判請求の手続において，特許庁長官が原告に対して発し

た，未納の審判手数料９万９０００円に相当する特許印紙の補正を求める平

成２６年８月５日付け本件補正命令による同額の納付義務が存在しないこと

の確認を求める。 

３ 被告の本案前の答弁 

 (1) 本件訴えは確認の利益を欠き，不適法なものである。 

   原告は，本件補正命令が違法・無効であることを前提として，本件補正命

令に基づいて審判手数料を納付する義務が不存在である旨の確認を求めるも

のであるところ，本件訴えの実質は，原告に特許法１９５条２項の規定によ

り納付すべき手数料の支払を命じた本件補正命令の判断に不服があるとして

その是正を求めることにある。このような原告の不服は，本件補正命令に続

いて審判請求手続の却下の処分（特許法１８条１項）がされた後，当該却下
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処分の取消しを求める中で本件補正命令の違法を主張すること等により救済

され得べき性質のものである。 

   なお，審判事件について合議体を構成すべき審判官が特許庁長官により指

定される前の手続については，特許法１７条３項が適用され，特許庁長官に

よる補正命令の対象となると解されているところ，本件審判請求についても，

審判官が指定される前に特許法１７条３項３号の規定に基づき本件補正命令

がされたものである。 

   以上により，原告が主張する権利又は法律上の地位の不安や危険を除去す

るために他に適切な手段が存するものであるから，本件訴えにより確認判決

を得る以外に有効・適切な方法がないとは認められない。 

したがって，本件訴えは確認の利益を欠き不適法である。 

 (2) 本件訴えが無効等確認請求であると解しても，本件補正命令には処分性が

認められない。 

   無効等確認の訴えの対象となる「処分」（行訴法３条４項）は，同条２項

にいう「行政庁の処分」と同義と解されるところ，特許法１７条３項の規定

による補正命令は，手続の補正をすべきことを命じられた者に対し，補正を

促す効果を有するにとどまるものであるから，権利義務を形成し又はその範

囲を確定する性質を有するものではなく，「行政庁の処分」に当たらない。 

したがって，本件訴えは，たとえ無効等確認の訴えであると解したとして

も，「処分」に該当しないものを無効確認の対象とする訴えであって，不適

法である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件訴えは，特許法１９５条２項の規定により納付すべき手数料の支払を

命じた本件補正命令に基づく手数料を納付する義務が不存在である旨の確認

を求めるものと解されるところ，確認の訴えを提起するについては，原告の

有する権利又は法律上の地位に危険または不安が存し，これを除去するため
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に，当該確認の訴えによって確認判決を得る以外に有効・適切な方法がない

ことを要し，他により適切な手段があれば確認の利益は認められず，その訴

えは不適法となると解される（最高裁昭和２７年（オ）第６８３号・同３０

年１２月２６日第三小法廷判決・民集９巻１４号２０８２頁参照）。 

これを本件についてみると，本件補正命令は，特許法１７条３項の規定に

基づく補正命令であるところ，同法１７条３項，１８条の規定によれば，特

許庁長官は，同法１７条３項各号所定の手続上の瑕疵がある場合には，手続

の補正をすべきことを命じて，その補正の機会を与えるものであるから，同

項の規定による補正命令は，手続の補正をすべきことを命じられた者に対し

補正を促すにとどまるものである。したがって，補正命令は，その行為によ

って手続の補正をすべきことを命じられた者の権利義務を形成し，又はその

範囲を確定するものとはいえない。そして，手続の補正をすべきことを命じ

られた者が指定された期間内に補正をしないときは，同法１８条１項の規定

により，特許庁長官によって手続が却下されることとなるが，これにより具

体的な権利義務が形成され，その範囲が確定することとなる。 

そして，行訴法３条２項の処分取消しの訴えの対象となる行政処分すなわ

ち「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」とは，公権力の主体た

る国又は公共団体が，その行為によって直接国民の権利義務を形成し，又は

その範囲を確定することが法律上認められているものをいうと解される（最

高裁昭和２８年（オ）第１３６２号・同３０年２月２４日第一小法廷判決・

民集９巻２号２１７頁，最高裁昭和３７年（オ）第２９６号・同３９年１０

月２９日第一小法廷判決・民集１８巻８号１８０９頁）。上記のとおり，本

件補正命令に続き，特許法１８条１項に基づく手続却下処分がされた場合に

は，これにより初めて具体的な権利義務が形成され，その範囲が確定するも

のであるから，本件補正命令は取消訴訟の対象となる行政処分には当たらな

いが，手続却下処分についてはこれに当たるということができる。 
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 そうすると，本件補正命令についての不服は，上記のとおり，取消訴訟の

対象となる行政処分に当たる手続却下の処分（同法１８条１項）がされた後，

当該却下処分の取消しを求める中で本件補正命令の違法を主張することによ

るべきであり，原告が主張する権利又は法律上の地位の危険や不安を除去す

るために他に適切な手段が存するものといえるから，本件訴えにより確認判

決を得る以外に有効・適切な方法がないものとは認められず，本件訴えは確

認の利益を欠き，不適法である（なお，審判事件について合議体を構成すべ

き審判官が特許法１３７条１項に基づき特許庁長官により指定される前の手

続については，同法１７条３項が適用されて特許庁長官による補正命令の対

象となり，本件審判請求についても，審判官が指定される前に同法１７条３

項３号，１９５条２項に基づいて特許庁長官により本件補正命令がされたも

のであるから，この点に違法はないものと解される。）。 

２ なお，本件訴えは，本件補正命令が違法無効であることを理由に，行訴法３

条４項にいう無効等確認の訴えとしてされたものとも解し得るので，この点に

ついても検討する。 

前記１のとおり，行訴法３条２項の処分取消しの訴えの対象となる行政処分

とは，公権力の主体たる国又は公共団体がその行為によって直接国民の権利義

務を形成し，又はその範囲を確定することが法律上認められているものをいう

と解されるところ，同条４項所定の無効等確認の訴えの対象となる「処分」に

ついてもこれと同義に解される。 

そうすると，前記１において説示したのと同様に，本件補正命令は無効等確

認の訴えの対象となる行政処分には当たらないから，本件訴えは不適法である。 

３ 結論 

   以上によれば，本件訴えは不適法なものであるから却下することとして，主

文のとおり判決する。 
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   東京地方裁判所民事第４０部 

 

 

裁判長裁判官 

                          

   東 海 林    保              

 

裁判官 

                       

   今 井 弘 晃              

 

裁判官 

                       

   実   本       滋 


